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改定出入国管理法は今年 1 月 1 日より施行されます。 
 
2014 年 11 月 6 日 人力資源社会保障部、外交部、公安部、文化部は 
 
｛外国人短期終了業務｝のために入国に関する処理手続きを発表し 
 
今年 1 月 1 日より施行されました。 
 
細部に関する規定は 未確定なことがありますが、特に下記の点ご注意下さい。 
 
 
１） 日本人に対する 15 日以内のビザ免除制度は 観光に限定され、業務目的で 

 
入国する方は業務ビザの取得が必要となりました。 

 
頻繁に中国に入国される方が 観光目的と申告しても業務目的と判断され ビザを取

得してない場合 上海、北京、大連などは ５０００－８０００元の 罰金を払わされ

たとの話を聞くようになりました。各地方主管による処理も異なっておりますが方向と

しては取締りが厳しくなることが予想されますので 頻繁に訪中される方は 
 
期限が比較的長いマルチビザ（Ｍ）取得することをお勧めいたします。 
 
 
２） 招聘状：すべての業務ビザは招聘状が必要ですが、目的が 技術、管理、科学

研究等の指導と記入すると短期 Z ビザ取得を要求されます。（短期Ｚビザ取得には

中国政府からの短期工作証が必要です．）したがって目的に業務商談、市場調査、

商品検品、機械設置、調整などのうち ひとつを選んで 記入してください。 
また必ず 中国企業の法人印、及び責任者の署名 お忘れないようにお願いいたし

ます。 


